
［貸借対照表関係］
１．減損会計
 減損の兆候が認められた固定資産についての注記内容
１）水産技術研究所志布志庁舎
 減損の兆候が認められた対象資産の種類、場所、帳簿価額等の概要

［単位：円］
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水産技術研究所志布志庁舎 土地 土地 鹿児島県志布志市 42380000
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［重要な会計方針等］
「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和７年９月29日改訂）並びに「「独
立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ」（令和８年３月最終改訂）
を適用して財務諸表等を作成しております。
１．運営費交付金収益の計上基準
業務達成基準を採用しております。
なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動につい
ては、期間進行基準を採用しております。
２．減価償却の会計処理方法
 有形固定資産の減価償却の方法については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 10～50年
構築物 ５～50年
機械及び装置 10～30年
船舶 ５～20年
車両運搬具 ５～６年
工具器具備品 ３～10年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）及び資産除去債務に対応する特定の除去
費用等（独立行政法人会計基準第91）に係る減価償却に相当する額については、減価償却相当累
計額として資本剰余金から控除して表示しております。
 無形固定資産の減価償却方法については、定額法を採用しております。
１）特許権については８年、商標権については10年、水道施設利用権については15年で償却して
おります。
２）法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいてお
ります。

３．賞与引当金の計上基準
役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上
しております。
なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、賞
与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。
４．退職給付に係る引当金の計上基準
運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、期末自己都合要支
給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しており、退職給付引当金と同額を退職給付
引当金見返として計上しております。
５．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的債券
償却原価法（利息法）を採用しております。

６．棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品の評価基準及び評価方法は最終仕入原価法を採用しております。
副産物については見積売却価額から見積販売経費を控除した金額で評価しております。

７．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
８．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金、随時引き出し可能な預金からなっており
ます。

９．収益及び費用の計上基準
 受託研究に係る収益
受託研究に係る収益は、主に国又は地方公共団体から支出された委託費であり、委託契約等に
基づいてサービス等を引き渡す義務を負っております。当該履行業務は、サービス等を引き渡す
一時点において、顧客が当該サービス等に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点
で収益を認識しております。
 授業料等に係る収益
授業料等に係る収益は、主に水産大学校における学生からの授業料による収益であり、学生と
の契約に基づいて授業サービスを提供する履行義務を負っております。当該履行義務は、当機構
が学生との契約における義務を履行するにつれて、学生が便益を享受することで充足されると判
断し、履行義務の充足に係る進捗度を見積もり、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり
認識しております。
 漁獲物の販売に係る収益
漁獲物の販売に係る収益は、主に用船調査による漁獲物による販売収益であり、卸売市場規程
に基づき、買受人へ漁獲物を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、漁獲物を引
き渡す一時点において、買受人が当該漁獲物に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡
時点で収益を認識しております。

10．消費税等の会計処理
税込方式によっております。

 認められた減損の兆候の概要
当事業年度において、近傍類似固定資産の市場価格の下落が認められたことに伴い、減損
の兆候が認められたものです。
 減損を認識するに至らなかった根拠
専門家による鑑定評価により、当該資産の市場価格の回復が見込まれております。

２．独立行政法人に対する政府出資を財源に取得した資産に係るその他行政コスト累計額
独立行政法人に対する政府出資を財源に取得した資産に係るその他行政コスト累計額は、

1425927856円であります。
［行政コスト計算書関係］
１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト 27901968642円
自己収入等 3602744317円
機会費用 833433727

       

円
独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 25132658052
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